



















































































































10） 佐藤憲一「憲法の言説分析──Bowers v. Hardwickを素材として」棚瀬孝雄編著
『法の言説分析』（ミネルヴァ書房、2001年）、194頁。






























































『Gender and Sexuality: Journal of Center for Gender Studies』 ３号（2008年）、111‒112頁。
20） 中里見、前掲論文、89‒90頁。
21） 許育典〈釋字748號解釋後同性婚的修法方向：民主與法治的憲法價値衡量〉《台灣
法學雑誌》第328期（2017年８月）、74‒77頁。
22） 同上、77頁。
7
台湾大法官解釈で起こる婚姻制度の「揺らぎ」
　しかし性的マイノリティの自己実現を保障するという以上のような評価にお
いては、婚姻制度自体のもつ問題点が等閑視されてしまっている。東アジアの
セクシュアリティ問題を研究する福永玄弥氏は、「LGBTフレンドリー」とさ
れる台湾において、同性婚をはじめとする政策は性的マイノリティを国家が
「活用」するものとしての側面をもつと批判する23）。同性婚未承認違憲判決につ
いても、福永氏は同性婚以外の親密な関係に対する保障の選択肢を無いものに
してしまい、現行の婚姻制度を延命させることに寄与してしまっていると批判
している24）。
　このように台湾の同性婚においてもマイノリティの自由と婚姻制度の価値の
対立が指摘されている。では台湾の同性婚からどのように既存の婚姻制度を問
い直す要素を取り出すのか。この点について、同性婚未承認違憲判決に批判的
な憲法学者の陳淑芳氏の指摘が興味深い。陳氏は婚姻制度に対する見方を制度
主義的婚姻観と個人主義的婚姻観の二つに分けたうえで、判決が個人主義的婚
姻観に立っているとして批判する25）。陳氏によれば従来の大法官解釈は一夫一
妻制、婚姻のもつ様々な公益的機能ゆえに憲法の保障を与える制度主義的婚姻
観に立っていたにも関わらず、こうした判例が根拠なく覆され、制度の公益性
よりも私的な利益の保護がはかられたとする26）。
　後述するように、同性婚未承認違憲判決においては、婚姻制度の重要性と憲
法上の地位が繰り返し確認されている。さらに同性婚が婚姻制度のもつ重要な
機能を担うにふさわしいものとして言及されるなど、駒村氏の指摘するアメリ
カの判決と同様に婚姻制度の価値に立脚した論理を展開している。その点で
は、福永氏の指摘が重要である。判決が個人の自己実現の保障を目指すもので
あるとするならば、やはりなぜそこで承認される関係が一対一の同性同士に限
23） 福永玄弥「「LGBTフレンドリーな台湾」の誕生」『世界』（岩波書店、2017年）、
89‒95頁。
24） 福永玄弥「台湾で同性婚が成立の見通し：司法院大法官の憲法解釈を読む」シノド
ス（https://synodos.jp/society/19837）最終閲覧2020年11月９日。
25） 陳淑芳〈司法釋憲權與立法權之分際──評司法院釋字第748號解釋〉《法令月刊》
第六十九巻第四期（2018年４月）、37‒41頁。
26） 同上。
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定されるのかなど、親密な関係に対する婚姻制度の介入自体を問題にすべきで
あろう。しかし陳氏の指摘にあるように、制度を重視してきた従来の判例か
ら、同性婚未承認違憲判決は制度より個人を重視するという変更を行ってい
る。同性婚を承認しても、婚姻制度はなおもマイノリティの自由に対して抑圧
的である。しかし大法官解釈の婚姻に関する判例の変遷には、個人の自由の伸
長と、それによる婚姻制度の相対化という現象が表れている。この点が同性婚
のもつ既存の婚姻制度を問いなおす要素であるというのが、本稿の仮説であ
る。
　以下では、婚姻に関する大法官解釈の変遷を追っていく。まず2000年代初
頭までの大法官解釈が、個人の自由と婚姻制度の衝突に際しては、一貫して婚
姻制度の保護を根拠に基本権の制限という法理を展開してきたことを確認す
る。その後、2017年の同性婚未承認違憲判決と2020年の姦通罪違憲判決をそ
れぞれ分析する。2020年の姦通罪の違憲無効判決には同性婚未承認違憲判決
の影響を見て取ることができる。姦通罪は台湾において長年その存廃が議論さ
れてきたが、大多数の人々の支持を背景に維持されてきた。台湾の婚姻制度の
一部を構成する姦通罪の違憲無効判決の背景には同性婚未承認違憲判決があ
り、その中で展開された個人の自由の保障と婚姻制度の相対化という大法官解
釈の新たな展開が、既存の婚姻制度を問い直すものであることを明らかにす
る。
２．婚姻制度による自由の制限──2000年代までの大法官解釈
2.1　憲法に列挙されてない権利の保障
　大法官は1990年代以降、婚姻に関わる多くの判決を公布しているが、それ
らを通じて婚姻を憲法上に位置づける議論を展開してきた。そのなかで大法官
は、婚姻の自由や性行為の自由など、憲法に列挙されていない権利を基本権と
して認めてきた。台湾の憲法である中華民国憲法22条は「およそ人民のその
他の自由及び権利で、社会秩序・公共の利益を妨げないものは、均しく憲法の
9
台湾大法官解釈で起こる婚姻制度の「揺らぎ」
保障を受ける」27）と規定している。大法官は重婚に関する判決においては、こ
の規定の下で婚姻の自由を承認してきた。重婚は取り消し得るという民法の旧
992条28）の例外的状況における適用を違憲とした1989年の判決29）では、1949年
以降の台湾と中国大陸の交流断絶により大陸に妻を置いてきた申立人が、台湾
で別の女性と結婚して生じた重婚が問題となった。前の婚姻の妻は、重婚は利
害関係人により裁判所に対して取り消しを求めることができるとする民法旧
992条に基づき、後に台湾で結ばれた婚姻の取り消しを裁判所に求めた。裁判
所は取り消しの訴えを認めたが、夫側はそれを不服として、取り消しは憲法
22条で保障される婚姻の自由を侵害するものであるとして、大法官に憲法解
釈を申立てた。大法官は重婚を取り消し得るとする民法の規定それ自体は、
「一夫一妻の婚姻制度という社会秩序を維持するという必要から憲法には抵触
しない」とした。だが当該事件において、台湾で結ばれた後の婚姻を取り消す
ことは「家族生活及び人倫関係に重大な影響を与え、反って社会秩序を妨げ
る」とし、この件に対する旧992条の適用を憲法22条の保障する基本権を侵害
するものであり憲法違反だと判断した。
　この重婚の取り消し規定適用違憲判決では基本権の名称とそれが具体的にど
のような権利であるかは述べられていない。大法官はただ「憲法22条が保障
する基本権」と述べるにとどまっている。これに対して憲法学者の李震山氏は
この判決が、「（大法官が）「家庭生活及び人倫関係」を憲法が保障する基本権
とみなしていることは疑いを容れない」30）と指摘している。その後、この判決
を踏襲する諸判決において、この権利が婚姻の自由であることが明確化されて
27） 中華民国憲法の日本語訳は、台湾駐日経済文化代表処のホームページ上で公開され
ている。台湾駐日経済文化代表処「中華民国の憲法」（https://www.roc-taiwan.org/jp_
ja/cat/15.html）。
28） 992条は1985年の民法改正で削除されており、988条で重婚は無効という規定が新
たに設けられた。
29） 「国家的変事によって発生した重婚の取り消しの合憲性（1989年６月23日司法院釈
字242号解釈」（https://cons.judicial.gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=242）。以下、本
稿で取り上げる判決については、司法院大法官の webサイトにおいて公開されてい
るものを参照している。
30） 李震山《多元， 容與人權保障──以憲法未列舉權之保障為中心　第二版》（元照、
2007年）、163頁。
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いく。重婚を無効と規定した民法988条が特殊な状況において適用されないと
した1994年の判決31）では、「婚姻適齢の人で配偶者のいない者は、本来婚姻の
自由を有するのであり、ほかの者もこの者と婚姻を結ぶ自由を有する」と婚姻
の自由の保障が明言されている。
2.2　基本権に優越する一夫一妻制
　大法官は憲法22条の下で婚姻の自由を承認してきた。しかしながら、婚姻
の自由を承認した判決の眼目は、婚姻の自由や関連する個人の権利を充実させ
ていくことにはなかった。むしろ憲法上保障されるべき婚姻制度とは何かにつ
いて言及することを通して、自由や権利への制限を「合憲化」していく過程で
あった。その「合憲化」の過程は、本来は憲法に規定のない婚姻制度が、憲法
上の制度としての地位を獲得していくものでもあった。
　先ほどの重婚の取り消し規定適用違憲判決において、大法官は大陸との交流
断絶など国家の非常事態によって引き起こされうる重婚を例外的に認めたが、
民法の規定自体は「一夫一妻の婚姻制度という社会秩序を維持するという必要
から憲法には抵触しない」として、その合憲性を認めている。判決の争点は婚
姻の自由よりも、大陸と台湾で成立した婚姻のどちらを保護すべきかであっ
た。多数意見は大陸との断絶により実体のない前の婚姻よりも、実質的に台湾
において「一夫一妻の婚姻制度という社会秩序」を構成している後の婚姻を保
護するとした。そしてその理由を「家族生活及び人倫関係に重大な影響を与
え、反って社会秩序を妨げる」ことを防ぐためだとしているのである。
　「一夫一妻制」を「社会秩序」に位置づけるこの枠組みはその後の判例にも
引き継がれてゆく。特に1994年の判決で民法の重婚無効の規定が適用されな
い「特殊な状況」の内容が争われた2002年の判決32）では、婚姻の自由に対す
る一夫一妻制の婚姻制度の優位が明言される。大法官はそこで「婚姻の自由は
31） 「重婚無効の規定の合憲性（1994年８月29日司法院釈字362号解釈）」（https://cons.
judicial.gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=362）。
32） 「362号解釈の「類似の特殊状況」の内容（2002年12月13日司法院釈字552号解釈）」
（https://cons.judicial.gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=552）。
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憲法上で保障される自由権であるが、しかし一夫一妻の婚姻制度の制限を受け
なければならない」とした。その「一夫一妻の婚姻制度」については、「配偶
者間の人格的・倫理的関係の保護、男女平等原則の実現及び社会秩序の維持に
関わるものであり、憲法の保障を受けるべきである」と述べている。
　さらに大法官は一夫一妻制の婚姻制度の婚姻の自由に対する優位を説いたの
ち、婚姻に関連する個人の自由に対しても、この制限が適用されるとする解釈
を展開してゆく。それが2002年に姦通罪の合憲性が争われた姦通罪合憲判
決33）である。中華民国刑法239条は「配偶者のいるもので人と姦通したものは、
一年以下の有期刑に処す。姦通の相手もまた同じとする」という、いわゆる姦
通罪の規定を設けており、この判決ではその合憲性が審査された。大法官は判
決の冒頭で「婚姻と家族は社会の形成と発展の基礎として、憲法の制度的保障
を受ける」と述べ、初めて婚姻が制度的保障を受けることを明言した。「婚姻
制度は人格の自由に基づき、人倫の秩序、男女平等、子どもの養育の保護など
の社会的な機能を有しており、国家は婚姻制度の存続と円満を確保するために
関連する規範を制定することができ、夫妻双方に互いへの忠誠義務を約束させ
ることができる」とした。その中で「性行為の自由は個人の人格と不可分の関
係にあり……憲法22条の規定により、社会秩序と公共の利益を妨げないとい
う前提の下で、初めて保障を受ける」と述べ、性行為の自由が憲法22条の下
での基本権であるとした。しかし続けて「性行為の自由はおのずから婚姻と家
族制度の制約を受けなければならない」と姦通罪の規定を合憲であると判断し
た。
　婚姻の自由や性行為の自由と婚姻制度は、本来どちらも憲法の規定をもたな
い。両者はともに大法官解釈の中で憲法上の地位を与えられてきた。しかしな
がら、特に姦通罪の合憲性が問われた2002年の判決において顕著であったが、
大法官は圧倒的に婚姻制度を重く見てきた。大法官は婚姻制度が社会秩序であ
ること、家族（子ども）と不可分の関係にあること、倫理的関係の維持など社
会的機能をもつことを、それら基本権を制限する根拠としている。李震山氏は
33） 「姦通罪の合憲性（2002年12月27日司法院釈字554号解釈）」（https://cons.judicial.
gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=554）。
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これを「伝統的な倫理の観念」によって民法親族編を「合憲化」するものであ
ると指摘している34）。しかし大法官が形成してきた基本権に対する一夫一妻の
婚姻制度の優位という法理は、近年大きく変容しつつある。2017年の同性婚
未承認違憲判決では、それまで一夫一妻制に制限されてきた婚姻の自由が、そ
の制限を破り同性同士の関係にも保障されるとした。また性行為の自由につい
ても、2020年の姦通罪違憲判決のなかで従来の見解を修正している。同性婚
を境に、大法官解釈における個人の自由と婚姻制度の関係は、個人の自由の保
障が前面に出ることで、婚姻制度が相対化されることとなるのである。
３．同性婚承認による婚姻制度への反問──2017年同性婚未承認違憲判決
3.1　同性婚未承認違憲判決35）の概要
　大法官は、2017年に同性同士の婚姻を認めていない民法の婚姻に関する規
定について違憲とする判決を出した36）。判決では、同性婚を承認していない民
法の婚姻に関する規定は、憲法22条の下で保障される婚姻の自由と７条の平
等権を侵害するものであると判断した。
　大法官は、人々は「結婚するかどうか、誰と結婚するかということを含む婚
姻の自由」を有しているとする。この権利は「人格の健全な発展と人間の尊厳
の保護に関わる自己決定権で、重要な基本権として憲法22条の保障を受ける
べき」であり、「同性の二人が 親密で排他的な永久の結合関係を成立させるこ
とは、異性の二人に対して民法の婚姻に関する規定を適用することに何ら影響
を与えるものでもなければ、既存の異性婚が構築している社会秩序を改変する
ものでもない」とする。また、「同性の二人の婚姻の自由が法律により正式に
承認された後には、異性婚とともに社会を安定させるための基盤となることが
できる」とし、同性愛者も親密で排他的な永久の結合を必要とすること、それ
34） 李震山、前揭書、176頁。
35） 「同性同士の婚姻の自由（2017年５月24日司法院釈字748号解釈）」（https://cons.
judicial.gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=748）。
36） 大法官15名のうち、黄瑞明大法官は立法委員である妻が立法院に同性婚承認の法
案を提出していることを理由に本解釈の審理から外されたため、本解釈は14名の大
法官により審理された。
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を成立させる能力等を有することは異性愛者と異なるところはないと述べる。
ゆえにそうした関係を結ぶことを認めない現行の民法の規定は「明らかに立法
上の重大な瑕疵であり、この範囲内で憲法22条の婚姻の自由の趣旨に反する」
と判断した。
　７条の平等権について、まず大法官は性的指向について、性的指向が変更の
難しい個人の特質であること、同性愛者が社会の伝統と習俗において受け入れ
られなかったことにより事実上・法律上の排斥や蔑視を受けてきたこと、社会
的に孤立した少数であることとステレオタイプの影響により民主的な手続きを
通じてその法律上の不利な地位を改善することが困難であったことを挙げてい
る。これらの事実から「性的指向を分類の基準とする待遇の差異に対しては比
較的厳格な審査基準を用いるべきである」とし、「その合憲性の判断は重要な
公共利益の追求を目的とするものでなければならないほか、手段と目的の達成
の間に実質的な関連」がなければならないとした。
　こうした審査の枠組みの下、大法官は婚姻制度参入の要件についても検討し
ている。判決は「国家の立法が異性婚の事実を規定し婚姻制度を形成する際
に、考慮する要素は多方面にわたる。例えば婚姻制度には次世代の再生産の機
能が考慮されていると考えたとして、それは根拠のないことではない」とい
う。しかし大法官は「同性の二人の間で自然に子供を産み育てられないという
事実と、異性の二人が客観的にそうできない、あるいは主観的にそうしないこ
との結果は同じである。ゆえに生殖能力がないことを根拠に同性の二人に婚姻
させないことは明らかに不合理な差別的待遇である」と判断した。このように
生殖を婚姻の要件として捉えることは不合理であるとする一方で、「婚姻を基
本的な倫理秩序を維持するためのものであると考えた場合には、例えば婚姻年
齢、単婚制、近親婚の禁止、貞操義務及び扶養義務を考慮することは正当であ
る」とした。もし同性の二人がこれらの婚姻成立の要件を満たし法が定める権
利義務を順守するのであれば「異性婚の制度が構築している基本的な倫理秩序
に対して影響を与えない」のであり、基本的な倫理秩序の保護を同性婚不承認
の理由とすることも不合理な差別待遇で、平等権の主旨に反するとした。
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3.2　「社会秩序としての婚姻制度」の護持
　この判決においても大法官は、婚姻制度のもつ公益性の重視、婚姻制度の社
会秩序としての位置づけを強調している。大法官が判決理由を直接に述べる前
に、まず申立人である祁家威氏が長年政府に同性婚の承認を働きかけてきたこ
とに言及している。そこでは、1986年に祁氏による立法院への請願を審査し
た委員会での司法院代表の見解が引用されている。当時の司法院の代表曰く、
「婚姻の結合関係は単に情欲の満足のためにあるのではなく、この制度は常に
社会に新たな労働力資源を提供する作用を有するほか、国家・社会の生存と発
展に関係するのであり、これと同性愛という純粋に情欲の満足のためのものと
は別のもの」であるという。ここでは婚姻制度、すなわち異性婚は国家社会の
生存と発展に結びつく重要な制度として、それに対して同性愛は単なる情欲を
満たすものであり婚姻制度とは相いれない存在として定義されている。当時の
司法院代表の見解を、大法官は同性同士の婚姻に対しても婚姻の自由は保障さ
れると述べる箇所において否定した。同性の二人による共同生活を目的とし、
親密性と排他性を具えた関係は民法の婚姻に関連する諸規定に影響を与えない
だけでなく、「既存の異性婚が構築している社会秩序を改変するものでない」
ということ、また「同性の二人の婚姻の自由が法律により正式に承認された後
には、異性婚とともに社会を安定させるための基盤となることができる」こと
を確認している。
　それ以外の箇所でも、大法官は婚姻制度と社会秩序の関係に対して、具体的
には同性婚の承認による既存の社会秩序への影響について相当に慎重を期して
いる。平等権について述べる際も、生殖能力を理由として同性愛者を排除する
ことは不当だとする一方で、婚姻制度が「基本的な倫理秩序」を保護すること
は制度の目的として正当であるとする。この目的の下では婚姻可能な年齢の制
限、単婚制、近親婚の禁止、貞操義務と扶養義務という要件は従来通り維持さ
れなければならず、これらを満たしている同性婚は「異性婚の制度が構築して
いる基本的な倫理秩序に対して影響を与えない」のであり、その限りで婚姻制
度への参入が認められるというのである。
　判決文では、婚姻は「親密で排他的な永久の結合関係」と定義され、婚姻の
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自由は「人格の健全な発展と人間の尊厳の保護に関わる自己決定権」とされ
た。従来は婚姻制度と不可分とされた生殖も、婚姻の要件から明確に切り離さ
れた。だが一方で、大法官は既存の婚姻制度（異性婚）が社会秩序の一部、と
りわけ倫理的秩序を構成するものとみなしており、同性婚も要件をみたせばそ
れに影響を与えることはないと強調している。平等権の保障を受けるには同性
同士の関係もこの要件を満たしていなければならないのであるが、これは婚姻
の自由を保障される関係も同様であると考えられる。つまり大法官が示した
「親密で排他的な永久の結合関係」は、一定以上の年齢で近親関係にない二人
による結合という限定された意味になり、その定義に入るのは既存の異性婚と
それに準じる同性同士の関係（同性婚）だけとなる。大法官は「親密で排他的
な永久の結合関係」の意味内容を非常に慎重に制限した上で、同性婚の承認に
対して、既存の異性婚によって形成される倫理的な秩序を乱さないことを求め
ているのである。
3.3　婚姻の脱性別化が広げる矛盾
　大法官はこの判決においても社会秩序としての婚姻制度という枠組みは変え
なかった。この判決によって従来の解釈が示してきた婚姻制度像が直ちに覆さ
れたとまでは言えない。にもかかわらず、同性婚未承認違憲判決は、伝統と既
存の婚姻制度の制限を突破するものとなったとされる37）。この判決がそのよう
に評価されるのは、婚姻制度の保護を理由に基本権の制限を正当化する従来の
判例に代わり、「個人」を重く見ることによって基本権の保障に道を開いたか
らである。
　大法官は憲法22条の下での婚姻の自由を「人格の健全な発展と人間の尊厳
の保護に関わる自己決定権」と定義した。また性的指向を変更の難しい個人の
特性として、性的指向に基づく差別的待遇が平等権に違反するとした。許育典
氏は、今回の判決で大法官は婚姻成立の最も重要な要素に当事者の意思を据
え、その自己実現を保障するという個人主義的な方向に婚姻のあり方を設定し
37） 李立如〈憲法解釋中的家庭圖像與其規範地位〉《臺大法學論叢》第48巻第３期
（2019年）、1011頁。
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直したという38）が、以上のことはそうしたことの表れである。また生殖が婚姻
の要件でないことを明言した部分について、同性婚未承認違憲判決以前の大法
官解釈は婚姻と家族を不可分の関係としてきた39）。婚姻と家族の結節点となる
のは子どもの養育という点であるが、生殖が婚姻の要件ではないとすること
で、両者を切り離して考えることができる。このことにより婚姻を家族と切り
離し、当事者二人の関係として捉えることが可能になる。
　判決に示される以上のような個人主義的な方向性は、「親密で排他的な永久
の結合関係」という婚姻の新たな定義に結実していると言える。この定義は単
に一夫一妻というそれまでの定義を脱性別化するという意義を超えるものがあ
る。婚姻は、もはや再生産の役割と一体的なものではなくなり、個人の人格に
基づく関係性として捉えられる。この定義は同性婚承認にとどまらず、婚姻制
度それ自体を問い返すものとなりうる。「親密で排他的な永久の結合関係」と
いう定義は、字義通りであれば、既存の婚姻を超える相当に広い関係性を包摂
することができる。それは判決がその制限を正当だとした関係（複数婚、近親
婚など）をも含みこむ。新たな婚姻の定義それ自体が婚姻制度の正当性に疑義
を突き付ける「危険」があるのである。だからこそ、大法官は性別以外の婚姻
障害事由による制限は正当であるとして、その合憲性をわざわざ確認しなけれ
ばならなかったと考えられる。そこに「人格の健全な発展と人間の尊厳の保護
に関わる自己決定権」と定義された婚姻の自由を合わせると、なお広範囲の親
密な関係を排除している婚姻制度それ自体の正当性が改めて問われることにな
る。
　大法官が何度も繰り返し婚姻の重要性、そして同性婚が既存の秩序を逸脱し
ないものであることを確認しなければならない点に、まさに同性婚未承認違憲
判決の画期性が表れている。同性婚は、「親密で排他的な永久の結合関係」と
いう婚姻制度それ自体を掘り崩しかねない新たな婚姻の定義と、社会秩序とし
ての婚姻の維持への腐心という拮抗する２つの力の間に産み落とされたもので
あると言える。さらに、同性婚が惹起したこのような婚姻制度の揺らぎは、同
38） 許育典、前掲論文、74‒77頁。
39） 李立如、前掲論文、973頁。
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性婚の問題にとどまるものではない。大法官解釈における個人の自由と婚姻制
度の関係の変容は、この後に続く姦通罪違憲判決でも展開される。その判決の
論理には、この同性婚未承認違憲判決の強い影響を読み取ることができる。
４．動揺する婚姻制度──2020年姦通罪違憲判決
4.1　姦通罪違憲判決の概要
　大法官は2020年５月、刑法の姦通罪とそれに関連する刑事訴訟法の規定を
違憲無効とする判決を公布した40）。大法官はまず、婚姻を「家族間の倫理的秩
序、両性の平等、子どもの養育など社会的な機能」と「配偶者双方が精神的、
感情的、また物質的に相互に扶助し依存する機能」をもつことを確認する。そ
のことに照らせば、刑罰でもって不貞行為を罰するのは、婚姻の忠誠義務を負
わせ、婚姻制度と個々の婚姻を存続させるためであり、その目的は正当である
とした。不貞行為で婚姻が破綻するとは必ずしも言えないため、目的と手段の
関連性は比較的低いが、それでも姦通罪の規定がその目的の達成に効果がない
とまで言えないとした。
　しかし、「婚姻制度の社会的な機能はすでに漸進的に相対化している」ので
あり、かつ憲法は人民が国家の恣意的な干渉を受けず、婚姻の自由を享受する
ことを保障している。そこには「結婚するかどうか」「誰と結婚するか」「両者
とも離婚を望む」など個人の自己決定の権利が含まれるとする。仮に不貞行為
により婚姻の忠誠義務が損なわれ、一方の配偶者を傷つけたとしても、明らか
に公益を損なうには至らない。性に関する自己決定権は人格の自由及び人間の
尊厳と密接な関連をもつ。また不貞行為はその多くが私的な空間で起こるもの
であり、その発覚、訴追などの過程は個人の生活への侵入を必ず伴うものであ
るため、重大なプライバシーへの干渉となる。姦通罪による性に関する自己決
定権とプライバシーへの干渉の程度及びそれによる不利益は重大であり、国家
権力が介入して不貞行為を罰することで、反って婚姻関係に対して負の影響を
与えかねないとして、姦通罪を違憲無効とした。
40） 「姦通罪及び配偶者への告訴取り下げの規定の合憲性（2020年５月29日司法院釈字
791号解釈）」（https://cons.judicial.gov.tw/jcc/zh-tw/jep03/show?expno=791）。
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4.2　「性行為の自由」から「性に関する自己決定権」へ
　この判決には７つの同意・補足の意見書（「協同意見書」）がつけられてお
り、大法官それぞれの立場からなぜ姦通罪を違憲無効と判断したかについて詳
細に述べられている。それを手掛かりにすると、判決の構造が見えてくる。
　判決では「性に関する自己決定権」が憲法22条の保障する基本権として登
場し、姦通罪はこの権利への侵害の程度が重いと判断された。この「性に関す
る自己決定権」は、2002年の判決で同じく憲法22条の保障する基本権とされ
た「性行為の自由」の延長線上にあるものとされている41）。しかし性行為の自
由と性に関する自己決定権のそれぞれの権利の保障範囲は同じではない。性に
関する自己決定権は、性的な親密関係に関する自己決定権を含んでおり、性行
為の自由はその内に含まれる42）。つまり、性に関する自己決定権は性行為の自
由の上位概念であり、性行為の自由が個人の性的な親密関係の自己決定に関わ
るものであること、そうした自己決定が人間の尊厳や個人の自律に深く関わる
ものであることを強調するものである43）。
　人間の尊厳や個人の自律と結びついた性に関する自己決定権を保障される関
係がどこまで広がるのかについて、判決中には明確な言及がない。黄昭元大法
官は、性に関する自己決定権には、性行為以外にも、肉体上の性行為に及ばな
いその他の性的な親密関係も含まれるとする。そうした関係は、肉体関係のな
い不倫や異性・同性の親密な友人との関係さえその内に含まれるとしてい
る44）。大法官はこの判決でも婚姻制度を擁護している45）。しかし判決の中心とな
るこの権利は、明らかにそれとは対立する関係（肉体関係のない不倫）やより
緩やかな関係（異性・同性の親密な友人）までに開かれうるものとされてい
る。
41） 蔡明誠大法官協同意見書、13頁。黄昭元大法官協同意見書、３頁、17頁。
42） 黄昭元大法官協同意見書、３頁、７頁。
43） 同上、８頁。
44） 同上。
45） 黄虹霞大法官協同意見書、５頁、10頁。
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4.3　「個人」の強調による「婚姻制度の相対化」
　姦通罪については、同性婚未承認違憲判決が公布される直前の2017年５月
18日に政府の司法改革諮問会議（「司法改革國是會議」）がその廃止を決議し
ていた46）。しかし姦通罪廃止は遅々として進まなかった。その要因は、台湾の
人々の姦通罪に対する強い支持である。姦通罪違憲判決二か月前の世論調査で
も、およそ８割の人々が姦通罪の廃止には反対であった47）。大法官は判例変更
の理由として「社会の自由化と多様化」を挙げたが、台湾社会での姦通罪に関
する認識からはそれを読み取ることは難しい。それにもかかわらず、大法官は
姦通罪の違憲無効の判断を下し、その中心に「性に関する自己決定権」を据え
た。大法官はこの判決でも婚姻制度を繰り返し擁護しているが、この権利は前
項で見たように、婚姻制度と対立する関係さえもその保障の範囲に包摂しうる
とする大法官の見解もある。なぜこのような判決が可能になったのかについて
は、同性婚の承認に端を発する大法官解釈における「婚姻制度の相対化」を経
たからだと考えられる。
　姦通罪について、その合憲性を18年後に再び問うことについて、判決はそ
の理由を、以下のように説明する。まず、「社会の自由化と多様化の進展」と
「現代の民主国家の婚姻制度の主要な展開」によって、婚姻における個人の人
格や自律の重要性が高まり、「婚姻制度の相対化」が起きていること、大法官
解釈を通して「憲法の保障する基本権の種類と範囲」が拡大と深化を続けてい
ることである。
　判決は「憲法の保障する基本権の種類と範囲」における近年の変容につい
て、プライバシー権が憲法22条の保障する基本権として承認されたことを挙
げている。しかしこの点について、黄昭元大法官は、今回の判決と最も関連の
ある憲法規範の変容は同性婚未承認違憲判決であるとする48）。黄大法官によれ
46） 決議の詳細は、以下を参照。司法改革進度追蹤資訊平台《第五分組決議序號79-1-
2》（https://judicialreform.gov.tw/Resolutions/Form/?fn=79&sn=1-2&oid=6）2020年11月9
日閲覧。
47） 中央社2020年３月31日《法務部：民調顯示逾８成民 反對廢除通姦罪》（https://
www.cna.com.tw/news/asoc/202003310087.aspx）2020年11月９日閲覧。
48） 黄昭元大法官協同意見書、３頁。
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ば、同性婚未承認違憲判決は婚姻が一定の社会的機能を有すること認めたうえ
で、それ以上に個人の婚姻における自己決定と平等の保障をより重視した。こ
れは今回の判決が判例変更の根拠とした変化、すなわち個人の人格や自律の重
視により婚姻制度が相対化しているという部分と呼応するものであると指摘す
る49）。
　「婚姻制度の相対化」について、例えば黄瑞明大法官は姓や居所、子どもの
権利行使に関する夫権優先や財産制などの家父長制的な民法規定の改正がその
一つであるとしている50）。しかしこうした改正には2002年の判決の前に行われ
たものが多く含まれており、中には大法官が判決を通して積極的に関与したも
のも少なくない51）。それゆえに、これらの規定が直接に判例変更に影響したと
は考えにくい。
　今回の判決が同性婚未承認違憲判決に触れるのは、婚姻制度が憲法の保障を
受けるとする判例として言及する部分のみである。両判決の関連について、判
決は明言していない。しかし、黄昭元大法官の指摘どおり、両者の間には論理
的な因果関係があると考えられる。まず、2002年の判決が姦通罪の立法目的
を「婚姻・家族制度の維持」としていたのに対して、今回の違憲判決ではそれ
が単に「婚姻制度の維持」となった点である52）。同性婚未承認違憲判決は生殖
を婚姻の要件ではないことを明言することで、両者の切り離しを可能とした。
この判決で姦通罪の立法目的から「家族制度」が外されたことは、同性婚未承
認違憲判決のこの部分を念頭においていると考えられる。
　同性婚の承認は、従来の判例における婚姻制度の優位に対して、個人の自由
の保障へと舵を切った。姦通罪の違憲無効という判断が、かつての判決の法理
を引き継いでいるにも関わらず判例変更がおこなわれたとすると、問題となる
49） 黄昭元大法官協同意見書、３頁。
50） 黄瑞明大法官（詹森林大法官加入）協同意見書、11‒12頁。
51） 例えば、子どもの権利行使に対して父母の意見が一致しない場合、父のそれを優先
するとした民法規定は1996年に裁判所が審判するとの改正が行われたが、そのきっ
かけは大法官が同規定を違憲とした判決であった。この点については、陳惠馨《民法
親屬編　理論與實務》（元照、2016年）、15‒16頁を参照。
52） 黄昭元大法官協同意見書、16頁。
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のは、個人の自由と婚姻制度の関係である。かつて2002年の判決は性行為の
自由を憲法上の基本権としながらも、それが婚姻・家族制度の制限に服するも
のとして姦通罪を合憲とした。今回の判決でも大法官は婚姻制度の憲法上の地
位を擁護している53）。一方で「性行為の自由」は「性に関する自己決定権」と
名を新たにし、それが個人の人格や自律に強く結びつくものであることを前面
に出す形になった。判決は、個々の婚姻と婚姻制度を保護するという立法目的
自体は正当としつつ、姦通罪の「性に関する自己決定権」への干渉が許容でき
ないほど重いとした。許志雄大法官は、2002年と2020年の両判決においては、
個人の自由と婚姻制度のどちらを重視するかについて、制度重視から権利重視
へシフトしたとする54）。個人の自由と婚姻制度の関係の変化はこの判決でも重
要な役割を果たしているが、それはやはり同性婚承認以降のものである。二つ
の判決は重要な法理を共有するものなのである。
　同性婚未承認違憲判決、姦通罪違憲判決の両判決では、これまでの大法官解
釈と比べ、個人の自由に対する婚姻制度の優位は大幅に後退した。婚姻の自由
と性に関する自己決定権は「個人」をより前面へと押し出すことで、婚姻制度
を相対化することとなった。だが両基本権は、もしその保障が貫徹されれば婚
姻制度自体を掘り崩しかねない射程の広がりをもつ。「婚姻制度の相対化」に
より、制度と自由の緊張関係はより強まったと言える。
おわりに
　本稿は、台湾の大法官解釈における個人の自由と婚姻制度をめぐる憲法解釈
について、同性婚を契機とするその変容を追ってきた。大法官解釈の中に、婚
姻制度の解体への具体的道筋が示されているわけではない。しかし大法官解釈
における個人の自由と婚姻制度の関係の変容は、台湾の婚姻制度に、人々の高
い支持を得ていた姦通罪の違憲判決という重大な変革をもたらした。
　このような台湾の大法官解釈上の婚姻制度の変容がもちうる広がりについ
て、姦通罪の規定をもつ国自体が非常に限られる状況の中では、台湾特殊の問
53） 黄虹霞大法官協同意見書、５頁、10頁。
54） 許志雄大法官協同意見書、11頁。
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題とされるかもしれない。しかし判決上に浮かび上がった婚姻における個人と
制度の緊張関係という憲法上の問題は、台湾に限った問題とは言えない。憲法
学者の樋口陽一氏による日本国憲法24条の解釈からは、この問題を日本、さ
らには広く近代憲法の問題として捉える可能性を見出すことができる。樋口氏
によれば、戦前日本において家族は、天皇制の支配を基層まで浸透させ、個人
を抑圧する装置にされた55）。この歴史的経験を踏まえて誕生した日本国憲法24
条は、家制度の解体と、新たな憲法秩序に相応しい家族制度の強制と保護を目
指すものであった56）。24条は「両性の本質的平等」に立脚した家族を公序とし
て強制している。ただ樋口氏によれば、24条２項が家族に関する法律を「個
人の尊厳」に立脚すべきと規定している点について、もし家族の領域において
「個人」が貫徹されれば、家族制度の解体への論理を含意するものとして理解
することができるという57）。個別の条文では24条だけが「個人の尊厳」に言及
していることは、近代憲法の「個人」主義にとって、家族がその原理の貫徹で
きない飛び地であったことへの批判として読むことができると指摘する58）。
　日本国憲法24条における「個人の尊厳」と家族制度の以上のような関係性
は、台湾大法官解釈における個人と婚姻制度をめぐる法理と重なる。台湾社会
には、「家族の民主化」を掲げる「多様な家族形成運動」など、既存の家族制
度を乗り越えようとする運動が存在する。近代憲法の飛び地としての家族制度
という問題は、むしろ台湾において、解決されるべき「問題」として認識する
ことができるようになりつつあると思われる。台湾で起こっている婚姻制度の
変容とその今後の展開は、決して台湾だけの問題ではない。それは日本におい
ても憲法が課しながらも未だ残された課題であり、その解決に向けた道を切り
開くものである。
55） 樋口陽一『憲法　第三版』（創文社、1992年）、277頁。
56） 同上。
57） 同上、278頁。
58） 樋口陽一『憲法と国家──同時代を問う』（岩波新書、1999年）、110頁。
